
令和６年６月４日（火）
令和６年10月１日（火）
令和７年１月23日（木）

令和６年４月２
７
日（火）

令和６年５月 日（火）
令和６年７月２

５
７

日（火）
令和６年８月５日（月）
令和６年９月３日（火）
令和６年11月 日（火）
令和７年１月 日（火）
令和７年３月４日（火）

令和６年４月９日（火）～令和６年４月11日（木）
令和６年５月14日（火）～令和６年５月16日（木）
令和６年７月９日（火）～令和６年７月11日（木）
令和６年８月13日（火）～令和６年８月15日（木）
令和６年９月10日（火）～令和６年９月12日（木）
令和６年11月12日（火）～令和６年11月14日（木）
令和７年１月14日（火）
令和７年３月11日（火）～令和７年３月13日（木）

令和６年６月11日（火）～令和６年６６月13日（木）
令和６年10月８日（火）～令和６年10月10日（木）

令和２年度版

～令和７年１月16日（木）

令和６年９月
令和７年１月
令和７年４月

令和６年７月
令和６年８月
令和６年10月
令和６年11月
令和６年12月
令和７年２月
令和７年４月
令和７年６月

６

、

、 、、
、、

令和７年１月30日（木）・31日（金）・２月３日（月）

◎　安佐北区の高陽、あさひが丘、虹山住宅、安佐南区の安佐、別所、緑丘住宅及び東区の平林住宅の募集は次の日程で行います。安佐北区の高陽、あさひが丘、虹山住宅、安佐南区の安佐、別所、緑丘住宅及び東区の平林住宅の募集は次の日程で行います。

��������





　申込みは、1世帯につき１通に限ります。申込みは、1世帯につき１通に限ります。２通以上申し込まれると、２通以上申し込まれると、
全ての申込みが無効となります。全ての申込みが無効となります。

４

、 、

、

、 、

、

、

、

、

、 、 、

、

、



抽選会に欠席されても、抽選結果には影響しませんが、補充募集には抽選会に欠席されても、抽選結果には影響しませんが、補充募集には
応募できなくなります。応募できなくなります。



　入居決定の通知とともに入居に必要な書類を交付しますので入居説
明会までに準備してください。

　家賃等の納付は原則として、口座振替をお願いします。
　（口座をお持ちでないときは、理由を教えてください。）

口座振替依頼書

（緊急連絡先１名の提出）
　緊急連絡先には、入居者の安否確認や居所確認の必要が生
じた場合の情報提供のお願いや、入居者に係る事件・事故等
が発生した場合にお知らせします。

３

７

　１

、

、
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、

、
、

、

、
、

、

、 、 、 、

する場合は不要です。なお、婚約者、内縁関係にある方及びパートナーシップ関係にある
方の場合は戸籍謄本又は抄本が必要です。）



、

、

、 、

令和５年１月１日

令和５年１月２日

令和５年１月２日

令和５年１月１日 令和５年１月～
　　　令和５年

５

令和５年１月～
　　　令和５年

１

１
１

１
１

１



婚姻の日後3年以内（事実婚
の届出をした日から3年以内、
パートナーシップ宣誓等を
行った日から3年以内）

など

など

パートナーシップ関係にある方
パートナーシップ証明等（パートナーシップ宣誓制
度に基づき発行される受領証、受領カード等）
※　申込住宅が所在する市町の発行したものに限る。

裁判所の保護命令書、女性相談支援センター等の証明書など
・婚姻の日後3年以内であることが確認できる戸籍謄本
・事実婚の方は事実婚の届出をした日から3年以内で
あることが確認できる書類
・パートナーシップ関係の方はパートナーシップ宣誓等
を行った日から3年以内であることが確認できる書類

、

、

、

、

、 、

、 、 、

、 、

、

、
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、

入居者が60歳以上の方であり、かつ、同居し又は同居しよ
うとする親族のいずれもが60歳以上の方又は18歳未満の方
である世帯。（単身で60歳以上の方も該当します。）

入居者又は同居者に、身体障害者手帳の交付を受
け、手帳に記載されている障害の程度が１～４級の
方がいる世帯

入居者又は同居者に、精神保健及び精神障害者福祉に関
する法律施行令第６条第３項に規定する１級又は２級
の精神障害者の方がいる世帯又は同程度と認められる
知的障害者の方（最重度Ⓐ、重度A、中度Ⓑ）がいる世帯

同居者に小学校就学の始期に達するまでの方がある世帯

入居者又は同居者に戦傷病者手帳の交付を受け手帳
に記載されている障害の程度が恩給法の特別項症か
ら第６項症の方又は第１款症の方がいる世帯

入居者又は同居者に原子爆弾被爆者に対する援護に
関する法律第11条第１項の規定により国の認定を受
けている方がいる世帯

入居者又は同居者に、海外から引き揚げて５年を経
過していない方がいる世帯

入居者又は同居者に「ハンセン病療養所入所者等に
対する補償金の支給等に関する法律」第２条に規定
する方がいる世帯

高 齢 者 世 帯

未 就 学 児 世 帯

身 体 障 害 者 世 帯

精 神 障 害 者 世 帯
知 的 障 害 者 世 帯

戦 傷 病 者 世 帯

原子爆弾被爆者世帯

引 揚 者 世 帯

ハンセン病療養所入所者等世帯

身 体 障 害 者 手 帳

精神障害者保健福祉手帳
療 育 手 帳

住 民 票 の 写 し
住 民 票 記 載 事 項 証 明 書

戦 傷 病 者 手 帳

引 揚 証 明 書

医 療 特 別 手 当 証 書
特 別 手 当 証 書

ハンセン病療養所入所者等
であることの証明書

（注）

原則として、夫婦（婚約者、内縁関係にある方［住民票・保険証で確認できる方］及びパー
トナーシップ関係にある方を含む。）又は親子を主体とした家族であること。

原則として、夫婦（内縁関係にある方及びパートナーシップ関係にある方を含む。）
を分離しての申込みはできません。

、

、

、

、

、

、

、

次の①～⑥



　呉市、竹原市、三原市、尾道市、府中市、三次市、庄原市、大竹市、東広島市、
廿日市市に所在する県営住宅は、次の表の事項にあてはまらない方でも単身で申し込むこ
とができます。（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に規定する過疎地域等、
政令附則第７項に規定する地域を持つ市町）

原則として、次の方は申込みすることはできません。

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法
律第　 　条第　 　項に規定する被害者（同法第28条の　 　に規
定する関係にある相手からの暴力を受けた者を含む。）
でイ、ロ又はハのいずれかに該当する方
イ　同法第　 　条第　 　項第　 　号の規定による一時保護、同
法第 条の規定による女性自立支援施設における保護
又は児童福祉法（昭和 年法律第 号）第 条第　
　項の規定による母子生活支援施設における保護が終
了した日から起算して　 　年を経過していない方

ロ　配偶者暴力防止等法第 条第　 　項の規定により裁
判所がした命令の申立てを行った者で当該命令がその
効力を生じた日から起算して　 　年を経過していない方

ハ　女性相談支援センター等による配偶者からの暴力
の被害者の保護に関する証明書が発行されている方

、

、
、
、

、 、
、 、

、

、

、

、

、 、 、

、
、

（各年齢については、入居可能日を基準日とする。）
単 身 者 の 資 格 提出する書類（写し）

女性相談支援センター等の証明書
裁 判 所 の 保 護 命 令 書

ア　持ち家のある方（同居しようとする親族に持ち家がある方がいる場合も含む。）。
　　ただし、持ち家を売却予定、競売予定若しくは除去予定の場合、又は土砂災害特別警
戒区域指定前から区域内に持ち家がある場合は、申込みできる場合がありますので、
ご相談下さい。

イ　公営住宅（県市町村営住宅）等の使用名義人。
　　特別な事情がある場合は、各受付機関にご相談ください。

第２ ６

　単身で申込みができる方は、前ページの⑴一般世帯の資格の②を除いた各項にあてはまる方
で、戸籍上配偶者がいない方（DV 被害者を除く）です。さらに、次の表のいずれかの事項にあ
てはまることが必要です。ただし、



※
個別の特別控除

※各人に給与所得又は公的年金等に係る雑所得がある場合は、各人の給与
所得又は公的年金等に係る雑所得から10万円（給与年金控除）を控除
した金額とする。
　（詳しくは、13ページ表３各種控除一覧表をご覧ください。）

、

、

、

、 、

、 、
、

、



、

、

、 、

、 、

、

、

、 、 、
、
、 、

、
、

、

、

、
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、 、
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２１

１

１

３

２

１
１

５

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人

表１

２ ２

３

２

１


